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（趣旨） 

第１条 この規程は、国立大学法人お茶の水女子大学職員給与規程（以下「職員給

与規程」という｡)第３条の規定に基づき、国立大学法人お茶の水女子大学（以下

「本学」という｡)の非常勤職員の給与について定める。  

（法令との関係）  

第２条 非常勤職員の給与に関しては、労働基準法（昭和22年法律第49号。以下「

労基法」という｡)その他の法令に、この規程に定められていない事項のあるとき、

若しくはこの規程と異なる定めのあるときは、労基法その他法令の定めるところ

による。 

（給与の支払）  

第３条 この規程に基づく給与は、その全額を通貨で直接職員に支払う。ただし、

次の各号のいずれかに該当するものは、給与支払いの際に控除する。  

(1) 法令で定めるもの  

(2) 労基法第24条第１項後段に規定する労使協定によるもの  

２ 前項の規定にかかわらず、非常勤職員から申出があった場合において、その者

に対する給与をその者の預金又は貯金への振込みの方法によって支払うことがで

きる。 

３ いかなる給与も、学長が定めた諸規程に基づかずに非常勤職員に対して支給し

ない。 

４ 業務について生じた実費の弁償は、給与には含まれない。  

（単価の決定）  



第４条 非常勤職員の勤務１時間当たりの給与（以下「時間給」という｡)又は勤務

１日当たりの給与（以下「日給」という｡)は、その職務の複雑、困難及び責任の

度に基づき、かつ、勤労の強度、勤労環境その他の勤務条件を考慮し、俸給表に

定める級及び号俸により算出した額とする。  

２ 俸給表の種類は、次に掲げるとおりとし、各俸給表の適用範囲は、それぞれ当

該各号に定めるとおりとする。  

(1) 一般職俸給表（一） 別表第１ 事務補佐員、技術補佐員（研究支援推進員） 

(2) 一般職俸給表（二） 別表第２ 技能補佐員、臨時用務員  

(3) 教育職俸給表（一） 別表第３ 教務補佐員、アカデミック・アシスタント、

ティーチング・アシスタント、スクール・ティーチング・アシスタント、リサ

ーチ・アシスタント、プロジェクト・リサーチ・アシスタント、研究員（科学

研究費）、研究員（産学連携）、講師、講師（研究機関研究員）、研究員（COE）、

客員研究員（COE）、カウンセラー、セクシュアル・ハラスメント等人権侵害

専門相談員、スクールカウンセラー  

(4) 医療職俸給表（一） 別表第４ 学校薬剤師、技術補佐員（栄養士）  

(5) 医療職俸給表（二） 別表第５ 技術補佐員（看護師）  

(6) 医療職俸給表（三） 別表第６ 学校医、学校歯科医  

３ 次に掲げる非常勤職員については、当該各号に定める号俸を最高号俸とする。  

(1) 事務補佐員          一般職俸給表（一）１級３３号俸  

(2) 技術補佐員（研究支援推進員） 一般職俸給表（一）１級３３号俸  

(3) 技能補佐員          一般職俸給表（二）２級４１号俸  

(4) 臨時用務員          一般職俸給表（二）１級６９号俸  

(5) 教務補佐員          教育職俸給表（一）１級５７号俸  

(6) アカデミック・アシスタント  教育職俸給表（一）１級５７号俸  

(7) ティーチング・アシスタント  教育職俸給表（一）１級５７号俸  

(8) スクール・ティーチング・アシスタント  

教育職俸給表（一）１級５７号俸  

(9) リサーチ・アシスタント    教育職俸給表（一）１級５７号俸  

(10) プロジェクト・リサーチ・アシスタント  

教育職俸給表（一）１級１２６号俸  

(11) 研究員（科学研究費）     教育職俸給表（一）１級５７号俸  

(12)  研究員（産学連携）      教育職俸給表（一）１級５７号俸  



(13) 技術補佐員（栄養士）     医療職俸給表（一）２級４９号俸  

(14) 技術補佐員（看護師）    医療職俸給表（二）２級２５号俸  

４ 非常勤職員の時間給又は日給は、当該各号に定めるところにより算出した額と

する。 

(1) 講師である非常勤職員については、その者を常勤の講師として採用した場合

に受けることとなる俸給月額及び地域手当の額を基礎として、次の算式により

算出した額の範囲内の額をもって時間給とする。  

（（俸給月額＋地域手当）×12）／（52×10）  

(2) 医師、学校医及び学校歯科医である非常勤職員については、その者を常勤の

医師又は歯科医師として採用した場合に受けることとなる俸給月額及び地域手

当の額を基礎として、次の算式により算出した額の範囲内の額をもって時間給

とする。 

（（俸給月額＋地域手当）×12）／（52×30）  

なお、別表第二医療職俸給表（一）級別資格基準表に定める必要経験年数を有す

る者については、２級相当に格付できるものとする。  

また、上記算式中の「12」に年間の特別支給割合を加えることができるものとす

る。（これにより算出した額に100円未満の端数を生じたときは、50円未満は

切捨て、50円以上100円未満は100円に切上げるものとする。）  

(3) １日につき７時間45分を超えない範囲内で日々雇い入れられる非常勤職員（

以下「日々雇用職員」という｡）については、その者を常勤の職員として採用

した場合に受けることとなる俸給月額及び地域手当の額を基礎として、次の算

式により算出した額の範囲内の額をもって日給とする。  

（ ((俸給月額+地域手当 )×12)／ (52×38.75)）×（定められた1日の勤務時間数） 

(4) 前３号以外の非常勤職員については、その者を常勤の職員として採用した場

合に受けることとなる俸給月額及び地域手当の額を基礎として、次の算式によ

り算出した額の範囲内の額をもって時間給とする。  

（（俸給月額＋地域手当）×12）／（52×38.75） 

５ 学長は、非常勤職員の採用が困難である場合その他特別の事由がある場合には

前項の規定にかかわらず、別に定めることができる。  

（諸手当）  

第５条 非常勤職員には、その勤務の実績に応じて、次に掲げる手当を支給する。  

（超過勤務手当）  



(1) 特別な事由により、非常勤職員に定められた勤務時間を超えて勤務させた場

合には、次の事項に留意の上、常勤の職員の超過勤務手当に準じて、超過勤務

手当を支給する。  

イ 常勤の職員の所定勤務時間に相当する時間内における超過勤務については、

時間給と同額を基礎として算出した額を支給する。  

ロ 日々雇用職員の１時間当たりの給与は、日給の額を定められた１日の勤務

時間数で除して得た額を基礎として算出した額とする。  

（夜勤手当）  

(2) 午後10時から翌日午前５時までの間に勤務することと定められた非常勤職員

には、その間に勤務した全時間について、常勤の職員の夜勤手当に準じて、夜

勤手当を支給する。  

（日直手当）  

(3) 非常勤職員に日直勤務を行わせることは好ましくないが、止むを得ない事情

により、日直勤務を命じたときは、常勤の職員の日直手当に準じて、日直手当

を支給する。  

２ 非常勤職員には、その勤務の実態に応じて、次に掲げる給与を支給すること

ができるものとする。  

（通勤手当）  

(1) １月以上の期間を定めて採用された非常勤職員のうち、交通機関等により通

勤することを常例とする者については、常勤の職員の通勤手当に準じて、通勤

手当を支給することができる。  

（特殊勤務手当）  

(2) 非常勤職員が、職員給与規程第24条に定める特殊勤務手当支給の対象となる

作業等に従事した場合には、常勤の職員の特殊勤務手当に準じて、特殊勤務手

当を支給することができる。  

（住居手当）  

(3) 日々雇用職員のうち、採用予定期間が３月未満の職員を除き、勤務日及び勤

務時間が常勤職員とほぼ同様のものについては、常勤の職員の住居手当に準じ

て、住居手当を支給することができる。  

（期末手当・勤勉手当）  

(4) 日々雇用職員のうち、採用予定期間が３月未満の職員を除き、勤務日及び勤

務時間が常勤職員とほぼ同様のものについては、常勤の職員の期末手当・勤勉



手当に準じて、期末手当・勤勉手当を支給することができる。  

（給与の計算期間）  

第６条 給与の計算期間は、一の月の初日から末日までとする。  

（給与の支給日）  

第７条 給与の支給日は、毎月１回、その月の１７日とし、前月の給与の全額を支

給する。ただし、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める日を支給日とす

る。  

(1) 17日が日曜日に当たるとき 15日（15日が国立大学法人お茶の水女子大学職

員勤務時間、休暇等に関する規程第７条第１項第３号に規定する休日（以下こ

の項において「休日」という｡)に当たるときは、18日） 

(2) 17日が土曜日に当たるとき 16日（16日が休日に当たるときは、15日） 

（非常時払い）  

第８条 職員が、職員又はその収入によって生計を維持する者の出産、疾病、災害、

結婚、葬儀その他これらに準ずる非常の場合の費用に充てるために請求した場合

には、前条第１項の規定による俸給の支給日前であっても、既往の労働に対する

給与を支給する。  

（日々雇用職員の給与の減額）  

第９条 日々雇用職員が定められた勤務時間内において、勤務しないとき（その勤

務しない時間が、非常勤職員就業規則第26条及び第27条第１項の規定により有給

休暇として承認された場合を除く｡)は、次の算式により計算した額を日給から減

じて支給する。この場合において、１時間未満の端数が生じた場合は、常勤の職

員の例により計算する。  

（日給／定められた１日の勤務時間数）×（定められた１日の勤務時間数のうち

勤務しない時間数）  

附 則 

この規程は、平成16年４月１日から施行する。  

附 則（平成17年３月24日） 

この規程は、平成17年４月１日から施行する。  

附 則（平成17年11月16日） 

この規程は、平成17年12月１日から施行する。  

附 則（平成18年３月22日） 

この規程は、平成18年４月１日から施行する。  



附 則（平成18年７月12日） 

この規程は、平成18年７月12日から施行する。  

附 則（平成19年４月18日） 

この規程は、平成19年４月１日から施行する。  

附 則（平成20年１月28日） 

１ この規程は、平成20年１月28日から施行する。  

２ この規程の施行日の前日に在職し、引き続き施行日以後も在職する非常勤職員

については、改正後の規定にかかわらず、平成20年３月31日までの間は、なお従

前の例による。  

附 則（平成21年３月26日） 

 この規程は、平成21年４月１日から施行する。  

附 則（平成22年３月26日） 

 この規程は、平成22年４月１日から施行する。  

   附 則（平成23年３月28日）  

 この規程は、平成23年４月１日から施行する。  

   附 則（平成24年３月27日）  

 この規程は、平成24年４月１日から施行する。  

附 則（平成26年６月18日） 

 この規程は、平成26年７月１日から施行する。  

 


